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Ⅰ．令和５年度都市局関係補正予算配分方針

Ⅱ．令和５年度補正予算配分総括表

［事業費］ （単位：百万円）

地方・中堅・中小
企業を含めた持続
的賃上げ、所得向
上と地方の成長を
実現する

成長力の強化・
高度化に資する
国内投資を促進
する

国土強靱化、防
災・減災など国
民の安全・安心
を確保する

小計
国庫債務負担行
為（ゼロ国債）

合計

国営公園等

直轄事業 1,066 150 2,478 3,694 293 3,987

市街地整備

補助事業 20,272 53 8,475 28,800 0 28,800

街路事業

補助事業 140 0 6,326 6,466 0 6,466

合計 21,479 203 17,279 38,960 293 39,253

直轄事業 1,066 150 2,478 3,694 293 3,987

補助事業 20,412 53 14,801 35,266 0 35,266

注１．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計と一致しない場合がある。

　２．「国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する」は、全て「防災・減災、国土強靱化の推進」であり、

　　　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応分を含む。

　３．上記のほか、街路事業には無電柱化推進計画事業等がある。

　４．上記のほか、社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金があり、地方の要望に応じて都市局関係事業に充てることが

　　　できる。

　令和５年度国土交通省関係補正予算については、「デフレ完全脱却のための総合経済

対策」（令和５年１１月２日閣議決定）に基づき、「地方・中堅・中小企業を含めた持

続的賃上げ、所得向上と地方の成長を実現する」、「成長力の強化・高度化に資する国

内投資を促進する」及び「国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する」

の三つの柱について、所要の経費が計上されたところである。

　また、公共事業の効率的な執行のため、いわゆる「ゼロ国債」（当該年度の支出はゼ

ロであるが、年度内に契約発注が可能）が設定されたところである。

　これらの配分に当たっては、地域の実情や地方公共団体の要望等を勘案しつつ、高い

緊急性と効果が認められる事業に重点をおくこととする。

区分
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Ⅲ．事業別概要

国営公園等 3,694百万円

1,066百万円

○成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進する 150百万円

○国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する 2,478百万円

市街地整備 28,800百万円

20,272百万円

○成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進する 53百万円

8,475百万円

街路事業 6,466百万円

140百万円

○国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する 6,326百万円

※上記のほか、街路事業には無電柱化推進計画事業等がある。

・災害時においても速やかに緊急車両や一般車両の通行を確保するため、高規格道路や高規
格道路と一体となって効果を発揮するICアクセス道路等の整備を推進。

・迅速かつ円滑な物流・人流を確保するため、地方を支える産業等の生産性向上に寄与する
道路ネットワークの整備等を推進。

・都市の脱炭素化を促進するため、国営公園における再生可能エネルギーの導入等を実施。

・防災・減災まちづくりのため、公共公益施設の防災機能強化といった災害に強い市街地の
形成、地下街の耐震性向上を推進。

○国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する

○地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地方の成長
　を実現する

○地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地方の成長
　を実現する

○地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地方の成長
　を実現する

・多様なライフスタイルを支える持続可能な多極連携型の都市構造の実現や、地域観光等の
拠点の創出を推進するため、コンパクトでゆとりとにぎわいのあるまちづくり等の地域活性
化に資する取組への支援を実施。
・地方都市におけるまちなかの再生と域内消費の促進を図るため、民間都市開発推進機構が
支援したまちづくりファンドを通じて、空き店舗、古民家等の再生等に取り組む民間事業に
対して支援を実施。また、都市の国際競争力の強化を図るため、都市機能が集積する都市の
中枢拠点エリアにおいて、成長力の強化に資する都市基盤整備の支援を実施。

・地域観光等の拠点の創出を推進するため、国営公園等の既存ストックの活用等による地域
活性化に資する取組を実施。

・防災・減災まちづくりのため、広域防災拠点等となる国営公園の機能確保を実施。
・予防保全型インフラメンテナンスへの転換を図るため、国営公園について早期に対策が必
要な施設の修繕等を集中的に実施。

・都市の脱炭素化を促進するため、都市開発に合わせたエネルギー導管等の支援を実施。
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Ⅳ．地方整備局別等配分額（直轄事業）

［事業費］

整備費
維持

管理費
計 整備費

維持
管理費

計 整備費
維持

管理費
計

北海道開発局 0 43 43 0 150 150 0 10 10

滝野すずらん丘陵公園 0 43 43 0 150 150 0 10 10

国立民族共生公園 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東北地方整備局 0 5 5 0 0 0 0 150 150

国営みちのく杜の湖畔公園 0 5 5 0 0 0 0 150 150

国営追悼・祈念施設（岩手県） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国営追悼・祈念施設（宮城県） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

関東地方整備局 507 44 551 0 0 0 295 378 673

国営武蔵丘陵森林公園 0 6 6 0 0 0 0 100 100

国営昭和記念公園 0 11 11 0 0 0 265 0 265

国営常陸海浜公園 0 7 7 0 0 0 30 185 215

国営アルプスあづみの公園 0 20 20 0 0 0 0 90 90

国営東京臨海広域防災公園 0 0 0 0 0 0 0 3 3

明治記念大磯邸園 507 0 507 0 0 0 0 0 0

北陸地方整備局

国営越後丘陵公園 0 1 1 0 0 0 0 280 280

中部地方整備局

国営木曽三川公園 0 150 150 0 0 0 140 140 280

近畿地方整備局 35 28 63 0 0 0 470 95 565

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園 0 25 25 0 0 0 85 0 85

淀川河川公園 0 0 0 0 0 0 190 60 250

国営明石海峡公園 35 3 38 0 0 0 195 35 230

中国地方整備局

国営備北丘陵公園 0 0 0 0 0 0 0 220 220

四国地方整備局

国営讃岐まんのう公園 0 58 58 0 0 0 0 21 21

九州地方整備局 0 165 165 0 0 0 279 0 279

海の中道海浜公園 0 0 0 0 0 0 279 0 279

国営吉野ヶ里歴史公園 0 165 165 0 0 0 0 0 0

沖縄総合事務局

国営沖縄記念公園 30 0 30 0 0 0 0 0 0

572 494 1,066 0 150 150 1,184 1,294 2,478

注１．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計と一致しない場合がある。

　２．「国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する」は、全て「防災・減災、国土強靱化の推進」であり、

　　　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応分を含む。

国土強靱化、防災・減災など
国民の安全・安心を確保する

合計

区分

地方・中堅・中小企業を含めた持
続的賃上げ、所得向上と地方の

成長を実現する

成長力の強化・高度化に資
する国内投資を促進する
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（単位：百万円）

整備費
維持

管理費
計 整備費

維持
管理費

計 整備費
維持

管理費
計

0 203 203 0 0 0 0 203 203

0 203 203 0 0 0 0 203 203

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 155 155 0 0 0 0 155 155

0 155 155 0 0 0 0 155 155

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

802 422 1,224 55 0 55 857 422 1,279

0 106 106 0 0 0 0 106 106

265 11 276 0 0 0 265 11 276

30 192 222 0 0 0 30 192 222

0 110 110 0 0 0 0 110 110

0 3 3 0 0 0 0 3 3

507 0 507 55 0 55 562 0 562

0 281 281 0 0 0 0 281 281

140 290 430 158 0 158 298 290 588

505 123 628 0 0 0 505 123 628

85 25 110 0 0 0 85 25 110

190 60 250 0 0 0 190 60 250

230 38 268 0 0 0 230 38 268

0 220 220 0 0 0 0 220 220

0 79 79 0 0 0 0 79 79

279 165 444 80 0 80 359 165 524

279 0 279 80 0 80 359 0 359

0 165 165 0 0 0 0 165 165

30 0 30 0 0 0 30 0 30

1,756 1,938 3,694 293 0 293 2,049 1,938 3,987

小計
国庫債務負担行為

（ゼロ国債）
合計
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Ⅴ．都道府県別等配分額（補助事業）

［事業費］ （単位：百万円）

市街地整備 街路事業 計 市街地整備 街路事業 計 市街地整備 街路事業 計 市街地整備 街路事業 計

北 海 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青 森 120 0 120 0 0 0 0 0 0 120 0 120

岩 手 20 0 20 0 0 0 0 0 0 20 0 20

宮 城 64 0 64 0 0 0 0 0 0 64 0 64

秋 田 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山 形 34 0 34 0 0 0 26 0 26 60 0 60

福 島 0 0 0 0 0 0 86 0 86 86 0 86

茨 城 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃 木 259 0 259 0 0 0 0 102 102 259 102 361

群 馬 1,211 0 1,211 0 0 0 387 0 387 1,598 0 1,598

埼 玉 4,445 0 4,445 0 0 0 0 0 0 4,445 0 4,445

千 葉 12 0 12 0 0 0 0 83 83 12 83 95

東 京 7,484 0 7,484 53 0 53 28 466 494 7,565 466 8,031

神 奈 川 428 0 428 0 0 0 499 31 530 927 31 958

山 梨 153 0 153 0 0 0 0 136 136 153 136 289

長 野 74 0 74 0 0 0 0 0 0 74 0 74

新 潟 529 0 529 0 0 0 4 10 14 533 10 543

富 山 5 50 55 0 0 0 300 0 300 305 50 355

石 川 146 0 146 0 0 0 0 0 0 146 0 146

岐 阜 152 0 152 0 0 0 0 0 0 152 0 152

静 岡 120 0 120 0 0 0 61 0 61 181 0 181

愛 知 971 0 971 0 0 0 284 0 284 1,255 0 1,255

三 重 215 0 215 0 0 0 0 0 0 215 0 215

福 井 25 90 115 0 0 0 0 0 0 25 90 115

滋 賀 0 0 0 0 0 0 437 0 437 437 0 437

京 都 255 0 255 0 0 0 0 438 438 255 438 693

大 阪 598 0 598 0 0 0 791 3,411 4,202 1,390 3,411 4,801

兵 庫 1,537 0 1,537 0 0 0 2,200 0 2,200 3,737 0 3,737

奈 良 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和 歌 山 0 0 0 0 0 0 215 228 443 215 228 443

鳥 取 0 0 0 0 0 0 370 0 370 370 0 370

島 根 5 0 5 0 0 0 200 0 200 205 0 205

岡 山 0 0 0 0 0 0 14 0 14 14 0 14

広 島 654 0 654 0 0 0 325 0 325 979 0 979

山 口 147 0 147 0 0 0 1,273 0 1,273 1,420 0 1,420

徳 島 0 0 0 0 0 0 0 150 150 0 150 150

香 川 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛 媛 0 0 0 0 0 0 267 0 267 267 0 267

高 知 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福 岡 44 0 44 0 0 0 214 0 214 258 0 258

佐 賀 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長 崎 16 0 16 0 0 0 250 75 325 266 75 341

熊 本 0 0 0 0 0 0 63 0 63 63 0 63

大 分 0 0 0 0 0 0 0 1,196 1,196 0 1,196 1,196

宮 崎 0 0 0 0 0 0 60 0 60 60 0 60

鹿 児 島 0 0 0 0 0 0 120 0 120 120 0 120

沖 縄 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 19,722 140 19,862 53 0 53 8,475 6,326 14,801 28,250 6,466 34,716

都市再生機構 250 0 250 0 0 0 0 0 0 250 0 250

民都機構 300 0 300 0 0 0 0 0 0 300 0 300

合計 20,272 140 20,412 53 0 53 8,475 6,326 14,801 28,800 6,466 35,266

注１．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計と一致しない場合がある。
　２．「国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する」は、全て「防災・減災、国土強靱化の推進」であり、
　　　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応分を含む。
　３．上記のほか、街路事業には無電柱化推進計画事業等がある。

合計
区分

地方・中堅・中小企業を含めた持
続的賃上げ、所得向上と地方の

成長を実現する

国土強靱化、防災・減災など国民
の安全・安心を確保する

成長力の強化・高度化に資する国
内投資を促進する
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Ⅵ．配分箇所の具体事例

［事業費］ （単位：百万円）

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

○地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地方の成長を実現する

佐賀県 国営吉野ヶ里歴史
公園

165 　地域観光等の拠点の創出を推進するため、歴史
体験や景観づくりの上で重要な復元建物の屋根の
更新を実施。

広島県 広島都心地域 424 　都市の国際競争力の強化を図るため、広島駅南
口の駅前広場再整備や路面電車軌道整備を推進。

富山県 (都)東岩瀬線 50 　迅速かつ円滑な物流・人流を確保するため、改
良工事を実施することにより、地方を支える産業
等の生産性向上に寄与する道路ネットワークの整
備を推進。

○成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進する

北海道 滝野すずらん丘陵
公園

150 　都市の脱炭素化を促進するため、国営公園にお
ける再生可能エネルギーの導入等を実施。

東京都 八重洲一丁目東地
区

53 　都市の脱炭素化を促進するため、都市開発に合
わせたエネルギー導管等の支援を実施。

茨城県 国営常陸海浜公園 215 　大規模停電等の重大事案の発生を防止し公園機
能を維持するため、設置から２０～３０年が経過
し、経年劣化が生じている受変電施設や高圧電気
ケーブルの更新を実施。

山口県 柳井駅周辺地区 101 　災害に強い市街地の形成を図るため、防災・地
域交流拠点の整備を推進。

京都府 (都)東部丘陵線 438 　災害時においても速やかに緊急車両や一般車両
の通行を確保するため、改良工事を実施すること
により、道路ネットワークの機能強化を推進。

○国庫債務負担行為（ゼロ国債）

岐阜県 国営木曽三川公園 158 　ゼロ国債の活用により、木曽三川公園センター
エリア「水と緑の館」の再整備に向けた本体工事
の十分な施工期間等を確保するため、外構の埋設
管の移設等を早期に実施。

○国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する
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